Ⅳ　様式１


年　月　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
法　人　名

理事長　　　氏　　　名

証明願
登録免許税の非課税による登記申請をしたいので、次の物件が登録免許税法第４条第２項

の規定による別表第３の１の２の第３欄の第１号<注①>に該当するものであることを証明願い

ます。

１　学校用地　所在地
地　目
面　積
２　建　　物　所在地
家屋番号

種　類
構　造　

床面積　１階

２階

［添付書類］

１　権利の取得を証する書類

(1) 寄付の場合は寄付申込書等の写し

(2) 売買の場合は売買契約書の写し

(3) 新築の場合は建物の表示登記の謄本

(4) 農地等を校地にする場合は農地法の規定による許可書等の写し

２　写真（新築の場合のみ）

（注）

１　提出部数２部。ただし、添付書類は１部で可。

２　本証明願の物件に関して、「校地校舎等に関する権利の取得届」又は「校舎等の新築（改築・増築）届」が事前に提出されていなければならない。

３　書類の下部は６cm程度空欄にしておくこと。

①　建物の場合は「第１号」、土地の場合は「第２号」、建物・土地両方の場合は「第１号及び第２号」とすること。


留意事項

○ 登録免許税の非課税について

登録免許税法では、学校法人（準学校法人）が自己のために行う下記の登記等については、

非課税としています。

【建物】

校舎、寄宿舎、図書館その他保育又は教育上直接必要な附属建物（以下「校舎等」という。）の所有権（賃借権を含む。以下同じ。）の取得登記（権利の保存、設定、転貸又は移転の登記をいう。以下同じ。）

【土地】

校舎等の敷地、運動場、実習用地その他の直接に保育又は教育の用に供する土地の権利（土地の所有権及び土地の上に存する権利をいう。以下同じ。）の取得登記


所得税法施行令第217条第１号の２、第３号又は第４号及び法人税法施行令第77条第１号の２、第３号又は第４号に掲げる特定公益増進法人であることの証明申請書

年　月　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

法人の主たる事務所の所在地
法人名称
代表者の氏名
当法人は、所得税法施行令第217条第４号及び法人税法施行令第77条第４号に掲げる法人であることの証明をお願いします。

[添付書類]

１　寄附行為

２　寄付金募集要綱等の寄付に関する書類

３　生徒・園児募集要項（入学・入園案内等）


特定公益増進法人とは？

公益法人等のうち、教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に

著しく寄与する法人（私立学校法第３条に規定する学校法人で一定のもの等）。

当該法人に対する個人及び法人からの寄付金については、所得税法及び法人税法上、一定の優遇措置が設けられています。

　なお、本証明書の有効期間は５年間で、自動更新されません。有効期間経過後も引き続き特定

公益増進法人となるためには、再度、所轄庁からの証明を受ける必要があります。


「所得税法施行令第217条第１号の２、第３号又は第４号及び法人税法施行令第77条

第１号の２、第３号又は第４号に掲げる特定公益増進法人であることの証明書」に

係る寄付金募集実績報告書

　　　                                    年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様
学校法人の主たる事務所の所在地

法人の名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

年　　月　　日付け総教私第　-　号で、当法人が所得税法施行令第217条第４号
及び法人税法施行令第77条第４号に掲げる法人であることの証明を受けましたが、この
証明書の有効期限が満了しましたので、この期間に募集した寄付金の額及びその使途を
別添のとおり報告します。
（様式例）

寄付金募集実績報告書

　１　寄付金の募集期間

　            年    月    日～      年    月    日

　２　募金額

　　                    円（募集目標額        円）（達成率  ％）

（内訳）

個　人


件

円

法　人


件

円

計


件

円

３　使途

○○○に充当


円

×××に充当


円

－－－に充当


円

計



円

（注）

寄付金の募集活動を行っていない場合は，募集目標額及び達成率は記入する必要はありません。

（備考）別途作成したものがあれば、それをもって報告書としてもかまいません。


租税特別措置法施行令第40条の３第1号の３、第３号又は第４号に

掲げる法人であることの証明申請書

年　　月　　日

静岡県知事　氏　　　　名　様

所在地
学校法人名

理事長　　　氏　　　名　　

当法人は、租税特別措置法施行令第40条の３第４号（私立学校法第３条（第64条

第４項）に規定する学校法人で、学校の設置を主たる目的とするもの）に掲げる法人

であることの証明をお願いします。

[添付書類]

１　寄附行為

２　贈与財産の概要

３　学則（全校分）※

　※　私立学校法第３条に規定する学校法人で、学校教育法第１条に規定する学校又は

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第

７項に規定する幼保連携型認定こども園のみを設置する法人については、添付不要

贈与財産の概要

１　財産の明細

（内容、価格、件数について具体的に記載してください。）
２　財産の使用目的

（いつ、どのように使用するかを明記してください。）
３　寄付者の氏名

（寄付者氏名、故人の氏名、死亡日を記載してください。）
〔記載形式〕寄付者氏名（故人の氏名　　　：死亡日　　年　月　日）

４　学校法人と寄付者の関係

（寄付者及び故人と学校法人との間の関係、経緯について記載してください。寄付者が学校法人の理事、評議員、職員等関係者であるか否かについても明記してください。また、当該寄付によって寄付者が学校法人の財産の運用及び事業の運営に関する特別の利益を付与されないことも明記してください。）
５　寄付者の相続税申告書提出期限　　　　　　　年　　月　　日
（原則として相続の開始した日又は遺贈が生じた日の翌日から10ヶ月。申告期限後の提出を税務署が了解している場合はその旨を併せて記載してください。）

